
２０２１年３月３１日 

各  位 

株式会社 大垣共立銀行 

 

中 期 経 営 計 画 の 策 定 

 大垣共立銀行（頭取 境 敏幸）では、２０２１年４月～２０２４年３月の３ヵ年を

計画期間とする新中期経営計画「Let’s Do It!」を下記の通り策定しましたので、概要を

お知らせします。 

記 

１．計画名称 

 

  中期経営計画「Let’s Do It!」 

  ～社員輝き 地域伸びゆく～ 

 

   新型コロナウイルス感染症は国内・海外の経済に大きな影響を与えており、東海

地域においては、一部持ち直しの兆しが見られるものの、依然として厳しい状態にあり、

雇用情勢についても弱い動きが続いています。先行きについても、感染再拡大による

下振れリスクを有しています。 

   また、当社を取り巻く環境は、従来からの低金利環境の長期化や他業態からの金融業

への参入といった金融界における環境の変化に加え、新型コロナウイルス感染症の

拡大や、それに伴う急速なデジタル化の進展など、社会環境も大きく変化しており、

将来の予測が困難になってきています。 

   こうした環境の下、世の中の変化に臨機応変に対応し、「地域に愛され、親しまれ、信頼

されるＯＫＢ」として、地域の企業の本業支援・課題解決や、個人のお客さまのライフ

ステージに合わせた提案など、それぞれのお客さまに合わせたコンサルティングを

行うことによって、“お客さまの共感と感動を呼び、地域に必要とされる企業グループ”

を目指すべく、本計画を策定しました。 

２．計画期間    ２０２１年４月～２０２４年３月（３ヵ年） 

３．目指す姿    お客さまの共感と感動を呼び、地域に必要とされる企業グループ 

   金融・非金融問わず何でも相談できる「まちのかかりつけ金融機関」として、一人

ひとりのお客さまに対してOne to Oneの付加価値をタイムリーかつ適切に提供することで、

地域を活性化し、地域に必要とされる企業グループになることを目指してまいります。 
 

 
 
 

 



４．基本戦略 

   目指す姿の実現に向けた基本戦略として以下の３項目を設定し、具体的推進策を 

展開してまいります。 

（１）コンサルティング型ビジネスモデルの強化 

 カウンセリング・コンサルティング・コーチングを通じてお客さまの本業支援・  

課題解決を図るビジネスモデルの構築 

 個人のお客さまのライフステージに合わせて適切な提案を行う体制の強化 

 コンサルティング型ビジネスを行うためのスキル明確化と人材育成プラン整備 

（２）お客さまとの接点強化 

 地域・お客さまのニーズに合わせた店舗の機能別再編 

 非対面チャネル強化およびデータ利活用によるカスタマーエクスペリエンスの向上

とお客さま接点の拡充 

（３）業務プロセス改革 

 業務プロセスの見直し・業務のデジタル化による生産性向上、社員の働き方改革 

５．計数目標 

   基本戦略の実行度合いを評価する指標として以下の通り設定します。 

項 目 
計数目標 

（２０２４／３月期） 

【単体】顧客向けサービス利益（※１） 黒字化 

【連結】自己資本比率 ８.３％以上 

【連結】コアＯＨＲ（※２） ７５％台 

【連結】当期純利益 ９５億円以上 

【単体】役務取引等利益比率（※３） １３％以上 

【単体】事業先に対するコンサルティング提案件数（※４） ３,３００件以上 

【単体】個人に対するコンサルティング提案件数（※５） ３３,０００件以上 

 

（※１）預貸金利息＋役務取引等利益－経費 

   （※２）経費÷コア業務粗利益 

   （※３）役務取引等利益÷コア業務粗利益 

   （※４）事業計画策定支援件数、事業承継相談件数、ビジネスマッチング商談設定件数、 

医療・介護・教育事業者にかかる有益情報取得件数 など 

   （※５）預り資産提案件数・信託提案件数 など 

 

以 上 



Let’s Do It！
～社員輝き 地域伸びゆく～

2021年4月～2024年3月

中期経営計画
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【目指す姿】地域とともにワンステップ

【重点戦略】
●お客さまのニーズに合わせた価値の創出 ●お客さまの接点確保ならびに営業力強化
●地域への積極関与と健全性の確保

【強化戦略】
●人材育成および働き方改革の推進 ●消費性ローン戦略 ●有価証券運用戦略

中計「一歩前へ」の振り返り（施策）

◆金融の深堀り戦略

 地域にこだわり、お客さまビジネスを見直し、経営資源を優先配分
銀行・証券・信託のトータルコンサルティング体制構築

 銀行本体での信託業務参入・OKB証券開業と金融商品仲介業務強化
 預り資産販売における専担者拡充

法人ソリューション強化（法人営業部設置）
店舗の機能別再編と最適な顧客接点の配置（稲沢エリア・春日井エリア・笠松エリア・出張所一部見直し）
業務プロセス改革（業務プロセス改革特命担当役員・業務プロセス改革プロジェクト設置）

 オープン化を前提としたデジタル戦略
OKBアプリ導入・ホームページリニューアル・Web完結型サービス拡充
API連携の推進、FinTech業者との業務提携による新サービス導入

 安定的な市場運用とリスクコントロール

◆未来戦略

新たな事業領域への挑戦（非金融分野のリスクテイク）
地域商社プロジェクト
OKB人材エージェント

◆人材の多様性確保・ハイブリッド化

 クリエイティブ・アグレッシブ・バラエティ豊かな人材
を創り出す新人事制度の導入

 成長を実感できる研修体系への見直し

◆証券子会社設立・信託業務本体参入など施策を実施するとともに、人事・店舗・表彰体系などを見直し、コンサル
ティング型ビジネスモデル構築のための体制・仕組みづくりに注力

現中計「一歩前へ」概要

具体的な取組み
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中計「一歩前へ」の振り返り（計数）

目標項目 達成時期 目標値 2020/3期実績 2021/3期計画

コア業務純益 毎期 60億円 81億円 107億円

当期純利益 毎期 50億円 45億円 81億円

総預り資産残高 2021/3期 6兆円 5兆8418億円 6兆1435億円

計数目標の進捗状況

51,469 52,103

6,292 6,315

54,868

6,566

57,761 58,418
61,435

2019/3末実績 2020/3末実績 2020/9末実績

77

81

107

65

45

81

2019/3期実績 2020/3期実績 2021/3期計画

コア業務純益 当期純利益

総預り資産残高推移

預金等

預り資産

コア業務純益・当期純利益推移（単位：億円） （単位：億円）

未達

達成

達成見込

達成見込

達成見込

※ コア業務純益は2020年度中間決算説明資料の公表値、総預り資産残高は2020年9月期の実績
※ 総預り資産残高：預金等残高＋預り資産残高（保険は販売累計額）
※ 預り資産残高には、平準払がん・医療・終身・こども保険を含む
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次期中計策定の背景

VUCAの時代（先行き不透明で、将来の予測が困難な時代）

人口減少・少子高齢化 低金利環境の長期化 デジタル化の進展

新型コロナウイルス

V（Volatility：変動性）U（Uncertainty：不確実性）C（Complexity：複雑性）A（Ambiguity：曖昧性）

Observe
（観察する）

Orient
（状況を理解する）

Decide
（決める）

Act
（実行する）

OODAループ

Plan
（計画する）

Do
（実行する）

Check
（評価する）

Act
（改善する）

PDCAサイクル

カーボンニュートラル

格差社会の拡大

巨大災害リスク

規制緩和 ライフスタイルの変化

トライアンドエラーを重視、変化に合わせて行動しながら考える

◆先行きが不透明で、将来の予測が困難なVUCAの時代にあっては、明確な企業ビジョンに基づき、世
の中の変化に合わせて一人ひとりが考え、行動することが重要

◆変化が激しい時代にあっては、変化にスピード感をもって臨機応変に対応できる体制の構築が必要
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明確なビジョンの共有（長期的に目指すビジネスモデル）

店舗・拠点 スマホ・Web

＋お客さまからの信用

さまざまな情報・データに基づき、それぞれのお客さまに対してOne to Oneの付加価値
（情報・助言・提案・金融機能・個別サービス）をタイムリーかつ適切に提供

地域と社員を幸せにするOKB

リアルのチャネルで得られる情報

銀行業務の中で蓄積した情報

非対面のチャネルで得られる情報

社員による訪問活動 異業種との連携

さまざまな情報・データを統合・活用し、地域との信頼関係に基づいて
「安心・安全・快適・便利・楽しい」生活を提案する付加価値創造企業

お客さまの悩みや課題、ありたい姿にかかる情報 お客さまのライフスタイルに関するデータ

企業・個人の属性情報 決済データ

チャネル

データの
集積・分析

付加価値
の提供

情報・データを
統合・分析

目指すビジネスモデル

長期的な目標

金融・非金融問わず何でも相談できる「まちのかかりつけ金融機関」
あらゆるものをコンサルティングの対象としてビジネスを創造
エクイティファイナンスや経営者の派遣など、事業に深く関与

経営理念「地域に愛され・親しまれ・信頼されるOKB」
SDGs（誰一人取り残さない）

地域のサーバントリーダーへ

（＝OKBが
持つ資産の
活用）

（＝OKBの
存在意義）

（ニーズに関する情報） （行動に関する情報）

（属性に関する情報）
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次期経営計画の概要

名 称
中期経営計画 「Let’s Do It！」

～社員輝き 地域伸びゆく～

目指す姿 お客さまの共感と感動を呼び、地域に必要とされる企業グループ

計画期間 2021年4月～2024年3月（3ヵ年）

基本戦略

コンサルティング型ビジネスモデルの強化
カウンセリング・コンサルティング・コーチングを通じてお客さまの本業支援・課題解決を

図るビジネスモデルの構築
個人のお客さまのライフステージに合わせて適切な提案を行う体制の強化
コンサルティング型のビジネスを行うためのスキル明確化と人材育成プラン整備

お客さまとの接点強化
地域・お客さまのニーズに合わせた店舗の機能別再編
非対面チャネル強化およびデータ利活用によるカスタマーエクスペリエンスの向上とお客

さま接点の拡充

業務プロセス改革
業務プロセスの見直し・業務のデジタル化による生産性向上、社員の働き方改革
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次期経営計画の計数目標（KPI）

項目
新中計

（2024/3期）

（単体）顧客向けサービス利益（※１） 黒字化

（連結）自己資本比率 8.3%以上

（連結）コアOHR（※２） 75%台

（連結）当期純利益 95億円以上

（単体）役務取引等利益比率（※３） 13%以上

事業先に対するコンサルティング提案件数（※４） 3,300件以上

個人に対するコンサルティング提案件数（※５） 33,000件以上

※１ 預貸金利息＋役務取引等利益－経費
※２ 経費÷コア業務粗利益
※３ 役務取引等利益÷コア業務粗利益
※４ 事業計画策定支援件数・事業承継相談件数・ビジネスマッチング商談設定件数・医療・介護・教育事業者にかかる

有益情報取得件数 など
※５ 預り資産提案件数・信託提案件数 など
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法人向けコンサルティング

◆営業店・本部・関連会社・提携企業が連携してカウンセリング・コンサルティング・コーチングを通じた伴走型支援に
より事業先の課題を解決

事業先のニーズ OKBグループのソリューションメニュー

販路拡大ニーズ

ビジネスマッチングサービス・商談会による販路拡大支援
地域商社機能による付加価値拡大・新商品開発支援
海外進出コンサルティング
広報サポート

財務内容改善・事業計画策定
事業性評価を通じた事業計画策定・経営改善・事業再生・事業整理サポート
ITコンサルティングによるデジタル化支援

経営人材不在・人材育成
人材紹介
事業承継コンサルティング
M&Aコンサルティング

資金調達
成長資金の供給
シンジケートローン
リース活用支援

事業先 営業店
（中核店）

本部 関連会社 提携企業
カウンセリング・

コンサルティング・
コーチング

による伴走型支援

連携 連携

コンサルティングはフェイストゥフェイスによるリアルチャネル中心
Webによる非対面営業活用・情報提供拡充

リース会社・ファンド運営企業・
アセットビジネス企業・士業・

ブランド企業等との連携
ファンド活用

個別案件における連携
本部による研修・勉強会の拡充
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個人向けコンサルティング

 居住地に近い個人特化店・相談特化拠点
（かかりつけ金融機関）

 カスタマイズした提案営業・コンサルティング
 関連会社や提携企業と連携したくらしの

サービス提案

デジタルチャネルリアルチャネル

 ホームページやSNSを通じた情報発信
 スマホアプリやSNSによる個別のお客さまに

応じた取引提案（レコメンド）
 Webやスマホだけでローンや預り資産などの

取引が完結する仕組みの整備

ライフステージ 若年層 資産形成層 シニア層

想定するニーズ

金融取引開始ニーズ
金融リテラシー習得ニーズ
 マイカー取得ニーズ
結婚資金確保ニーズ

住宅取得にかかるニーズ
子どもの進学資金ニーズ
資産形成ニーズ（老後

資金2000万円問題）

資産管理ニーズ(信託)
資産承継ニーズ
介護ニーズ・終活ニーズ

提供するサービス ローン・証券・保険・信託・非金融サービス

リアル・デジタルでいつでもどこでもアクセス可能な仕組みの構築 最適な行動はお客さま自身が選択

◆リアルチャネルとデジタルチャネルを分けて考えず、一体として「お客さま目線」「お客さま体験志向（CX（カスタマー
エクスペリエンス）重視）」でマーケティング・ライフステージに沿った提案を実施

お客さまとのアクセスポイントを拡大し、得られた情報をリアル・デジタルで共有することで
より高いCX（カスタマーエクスペリエンス）を実現

役割・機能

取引データ・レコメンド情報

お客さまの要望事項
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店舗ネットワークの見直し

◆地域の特性に合わせて既存店舗を機能別に再編、店舗類型毎の役割に特化することにより、効率的な営業体制を
構築

◆中核店を中心に個人特化店・相談特化拠点・特殊店舗が連携してエリアとして営業推進（各店舗の機能に応じて
エリア内で役割を分担、各店舗の営業範囲や業務を見直すことによって業務を効率化し、人員も最適に配分）

◆店舗統廃合（店舗内店舗方式）や人員集約化により人員捻出（3年間で30ヵ店程度の店舗統廃合・人員集約
化実施、100人規模の人員捻出）

中核店

 法人・個人を対象としたフル
バンキング支店

 営業エリアの中心拠点として
個人特化店・相談特化店・
特殊店舗と連携して営業

個人特化店

 個人のお客さまに特化した店
舗として、中核店と連携して
お客さまとの紐帯を強化

相談特化拠点

 個人のお客さまの資産運用を
中心とした最寄りの相談アク
セスポイント

特殊店舗

 地域のお客さま窓口
 土日祝休日の個人取引窓口

ないし相談拠点としてエリアの
利便性確保(エブリデープラザ)

既存のフルバンキング支店・出張所

人員を集約人員を集約

地域の特性に合わせて再編

●中核店を中心に各店舗が連携して
エリアとして営業推進

●エリア内で営業地域を再編し、人員を
適正に配置

●人員を集約し、OJTを通じた効果的な
人材育成

中核店

個人特化店特殊店舗

相談特化拠点エブリデープラザ

エリア内で連携して営業推進

エリア全域の事業先の
お客さまをカバー

休日の顧客利便性を確保 最寄りの相談アクセスポイント

個人取引深耕に専念地域のお客さま窓口

エリア制
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営業店業務改革

本部センターへ集約

ロビー

事務スペース

ロビー

ハイカウンター ローカウンター クイック
カウンター

サービス
カウンター

相談ブース

事務・営業が混在 事務（縮小） 営業（拡大）

営業・事務
分離

相談
ブース

営業 トスアップ

店頭レイアウト変革

変更前 変更後

窓口タブレット
・口座開設や届出等の
手続きをゼロ線完結

新型受付票発券機
・来店客の目的に
合わせてご案内

◆ 店頭レイアウト変革および後方事務の本部集中により、お客さまの「待たせない」「書かせない」「押させない」、
窓口業務の「ペーパーレス」「キャッシュハンドリングレス」「バックレス」を実現

◆店頭業務にデジタル技術を導入することにより営業店事務を大幅に削減し、事務に必要な人員数を削減

【目標】3年間で200人規模の人員捻出

事務スペース

後方事務の集約化
リアルタイム事務集中

後方事務
の集約

・様々な目的の来店客がハイ・ローカウンターに混在
・社員の伝票オペレーションにより取引処理
・印鑑取引が基本

新型窓口ATM
・伝票レス
・印鑑レス
・セミセルフ
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デジタル戦略（デジタル投資方針）

◆ デジタル化・ペーパーレス化推進により、業務を効率化、生産性を向上

◆ コンサルティング中心のビジネスモデル構築に向け、非対面先のCX（カスタマーエクスペリエンス）を向上

業務のデジタル化 非対面チャネルの強化

DX（デジタルトランスフォーメーション）実現に向けた基盤整備

◆新型窓口ATM導入・後方事務集中化

 より少ない人員・拠点でオペレーション可能な体制を
構築

事務の担い手を変え、営業店を「事務の場」から
「営業の場」へ変革

窓口業務の「ペーパーレス化」「キャッシュハンドリング
レス化」「バックレス化」、お客さまの「待たせない」
「書かせない」「押させない」を実現

◆スマホサービス・Web完結化サービスの拡充

会えないお客さまに対して接点を拡充するとともにCX
（カスタマーエクスペリエンス）を向上

非対面上で個々のライフスタイルに合ったタイムリーな
提案を行うとともに、Web上で迅速・丁寧に対応し、
AI等活用による情報分析により潜在ニーズを発掘

◆PC配備強化・スマホ全社導入・無線LAN整備

社員がリアルタイムにつながる環境を整備

 ワークフローやWeb会議システム・ビジネスチャット等を活用し、決裁・報告書類の印鑑レス化、
会議や資料のペーパーレス化を推進

 モバイル環境の整備によりリモートワーク環境を構築（テレワーク制度の導入）

重点投資分野
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人員捻出・再配置にかかる方針

◆自然減による社員数減少に対応すべく、営業店業務改革、店舗ネットワーク見直し、業務改廃等を推し進める
ことにより人員捻出を図る

◆捻出した人員の一部については、営業部門・企画部門等へも戦略的に配置する

営業店業務改革

窓口改革
 クイックカウンター導入による業務時間

削減および事務の担い手変更

基準人員策定
 業務量に応じた人員テーブル策定と

適正な配置

後方事務集約
 本部事務集中部署を設置し、営業

店後方事務を集約

店舗ネットワーク見直し

店舗統廃合・機能別再編
（3年間で30ヵ店程度）
 人口動態や店舗密度に応じた店舗

統廃合および店舗の機能別再編に
よる人員集約

ローンプラザ再編（5拠点程度）
 支店への併設・一体運営による

人員捻出およびローン先へのクロス
セル強化

業務改廃等

BPRの推進
 役割を終えた商品・サービスや、ムダ・

過剰な事務手続きを抜本的に見直し、
廃止・簡略化

 預金・為替以外の業務にかかる事務
の本部集中化、デジタル化

人員計画 約300名（自然減） 戦略的人員再配置

約100名約200名 約100名

約100名

人員数の自然減や担い手変更に伴う人員構成見直しに伴い人件費減少
「脱・銀行」に向けた企画部門・プロ人材や営業部門へリソースを投入
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人材育成方針（スキルの高度化と育成）

現 状 目指す姿オールマイティーなスキル 専門性の高いスキル

【課題】
必要なスキルが多様化している
求められるスキルが高度化している
育成に時間がかかる
客観的な評価基準の明示が困難

【育成】
職務別のスキル評価・OJT等による育成プラン作成
高度なスキルや難関資格取得を促進

【評価】
評価者と被評価者の対話を通じた目標設定・評価

フィードバック 成長のプロセスを視える化し、
成長を実感できる育成の仕組み

対話

育成

目標設定評価

スキル向上に向けた具体的な目標を設定・
スキルを認定する仕組みの整備

職務や能力・結果から正しく評価
（＝職務・能力･成果を反映した

メリハリのある人事体系を実現）

職務別に育成プランを作成
（スキル獲得のための研修制度・

学習用コンテンツ整備）
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グループ戦略

◆関連会社の3C戦略（コラボレーション・クリエーション・コストダウン）を通じ、それぞれの関連会社が
お客さまへの提案力を高めることで、グループ総合力を発揮し、企業グループ価値拡大を目指す
 銀行・関連会社の連携、関連会社同士の連携を強化【コラボレーション】
 各関連会社が個々の営業力を強化、新たな付加価値を創出【クリエーション】
 関連会社で重複する事務を統合・集約【コストダウン】

関連会社

関連会社同士が連携することにより、
グループ内の収益力を向上

【コラボレーション】

関連会社で重複する事務を統合・集約
【コストダウン】

銀行単独では出来ないことは、関連会社を
活用して、新たな付加価値を創出

【クリエーション】

システム コンサル

電子決済信用保証

【グループ内のコラボレーション】

投資関連 リース

【新たな付加価値を創出】

文書作成・保管集中事務

【重複する事務を統合・集約】

証 券

代理店

【銀行との
コラボレーション】
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SDGsへの取り組み

目標 施策 具体的な取り組み内容

女性の活躍促進
 活躍する女性のロールモデル化により意識改革を促しながら、より高度な資格・スキルを持つ女

性を増加させることで、上位の職位に積極登用

ピンクリボンキャンペーン
 女性による社内プロジェクト「エルズプロジェクト」を主体に、クラウドファンディングや飲食店でのピン

クリボンフェア開催など、他業種・他団体と連携しながらピンクリボン運動を周知するとともに、地
域活性化にも貢献

SDGs私募債の取り扱い
 環境問題の解決に資する事業などに投資を行う事業者がR&Iの評価を受けた場合に、発行時

の事務委託手数料を優遇することによってSDGsに取り組む企業を応援する私募債

地域商社プロジェクト
 OKBグループのネットワークを活用して取引先企業の商品企画・販路拡大支援を行うことで、地

域の事業者の持続可能な成長を応援

障がい者の自立サポート
 特例子会社(OKBパートナーズ)による障がい者の業務拡充を通じた継続的な雇用促進・拡大
 現金封筒広告サービスによる障がい者アートの活用と障がい者への作品使用料支払い

手のひらソリューション  手のひらだけでATM取引・窓口取引可能なサービスの推進（登録者数の拡充）

目標 施策 具体的な取り組み内容

廃プラスチックの推進  粗品袋の素材、通帳・証書・キャッシュカード袋の素材をプラスチックから紙へ変更

外部連携の推進
地公体との地域活力創出に向けた連携
業務提携を通じた労働者・雇用企業の給与に関わるサービス導入支援
業務提携を通じた新型マイカーローンによる金融支援

重点項目にかかる取り組み

その他の主な取り組み

◆OKB SDGｓ宣言

OKBグループは、『地域に愛され、親しまれ、信頼されるOKB』という基本理念のもと、グループ役職員一人ひとり
が地域の課題解決に積極的に取り組むことを通じて、SDGs（持続可能な開発目標）の達成に貢献し、地域と
ともに持続的な成長を目指してまいります。
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コーポレート・ガバナンスの強化

 経営の迅速な意思決定及び経営の効率性の追求

 積極的なディスクロージャーを通じた経営の透明性向上

 誠実な企業グループとして行動するためのコンプライアンス（法令等遵守）の実践と地域奉仕

◆OKBグループ各社は、基本理念「地域に愛され、親しまれ、信頼されるOKB」を実現するために、以下を基本方針と
してコーポレート・ガバナンスの充実に努める

◆グループ全社員が一丸となって計画を推進するにあたっては、「OKBグループ行動憲章」に従い、一人ひとりの社員
が考え、行動することを徹底
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サイバーセキュリティ強化方針

◆テレワークの活用や各種非対面サービスの拡充等、一層の業務デジタル化・リモート化を見込む中で、積極的に
情報を収集するとともに、サイバーセキュリティ対策の実効性を向上させ、システムのレジリエンスを高める

◆資金移動業者等との口座連携にあたっては、認証におけるセキュリティを強化するとともに、不正利用時における
補償を含めた被害者対応を整備し、利用者保護を図る

想定されるサイバー攻撃と対策

攻撃手法 想定されるリスク
攻撃対策

技術面の対策 体制面の対策

お客さまを

狙う攻撃

 攻撃メールのばら撒き
 フィッシングサイトへの誘導

 不正送金
 ワンタイムパスワード
 不正送金対策ソフトの配布

 取引データのモニタリング

社員を

狙う攻撃

 攻撃メールのばら撒き
 ウイルス配布サイトへの誘導
 USBメモリ等からのウイルス

感染
 情報漏えい・

破壊・改ざん
 システム・サービス

停止

 ファイアウォール、ウイルス
対策サーバ【入口】

 データバックアップ【内部】
 FireEye、インターネット

分離【出口】

 サイバー共同演習
 不審メール受信訓練
 注意喚起
 内部監査
 通信ログのモニタリング
 脆弱性診断システムを

狙う攻撃

 サーバ設定不備やソフト脆弱
性を突いた攻撃

 DDoS攻撃

 ファイアウォール
 侵入検知システム
 脆弱性対応
 DDos対策サービス

サイバーセキュリティ対策の実効性向上の取り組み

 セキュリティ人材の育成
 定期的な脆弱性診断等の実施に向けたルール整備、サイバー攻撃の監視・分析に係る体制・システム環境整備
 資金移動業者等との口座連携時における多要素認証手続き整備と不正利用時の補償を含めた被害者対応の

事前整備
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